
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE APPLE INTERNATIONAL CO.,LTD. 

最終更新日：2016年9月6日
アップルインターナショナル株式会社

代表取締役会長兼社長 久保 和喜

問合せ先：059-347-3515

証券コード：2788

http://www.apple-international.com/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

当社は、経営の健全性・透明性・迅速性を通じて企業としての社会的責任を果たしていくことが重要であると考えております。
そのため、当社では、経営の健全性を高めるため、事業の拡大に対応して適宜組織体制の見直しを行い、各事業部門の損益管理、職務権限と
責任の明確化を図っております。
また、経営の透明性を高めるため、監査役会を組織して監査役による取締役の業務執行に対する監視機能の充実、業務遂行上の不正を防止す
る内部統制機能の充実に努めているほか、法定開示情報の適時開示体制の確立を図っております。

【補充原則１－２－４】 電子行使及び招集通知の英訳
現状の書面（日本語）による議決権行使に大きな支障はないものと考えており、電子行使制度及び招集通知の英訳は行っておりません。今後、機
関投資家の保有比率や議決権行使状況等を確認しつつ、電子行使及び招集通知の英訳の必要性を定期的に検討して参ります。

【補充原則３－１－２】 英語での情報開示
現状では日本語による情報開示・提供で大きな支障はないものと考えておりますが、今後、英語での情報開示・提供の必要性を定期的に検討し
て参ります。

【補充原則４－１－２】 中期経営計画の策定・開示等
当社では、現在中期経営計画を策定作業中であり、今年度を目途に策定・開示する予定としております。
中期経営計画が目標未達に終わった場合には、原因や実施内容を分析し、株主に説明を行うとともに、その分析を次期以降の計画に反映させる
予定としております。

【補充原則４－１－３】 後継者の計画
当社は、後継者の計画を重大な問題点と考えておりますので、今後会社の目指すところや中期経営計画等を踏まえて、グループ全体としての当
該計画を立案し、取締役会で適切に監督していきたいと考えております。

【補充原則４－２－１】 業績連動型報酬等の設定
当社は、取締役の報酬について、業績を勘案して決定しております。今後、中長期的な業績と連動する報酬の割合や、現金報酬と自社株報酬と
の割合の設定など、引続き検討して参ります。

【補充原則４－１０－１】 独立社外取締役が過半数に達していない場合の任意の仕組み
当社は、取締役の報酬・指名等の事項を審議する任意の諮問委員会等は設置しておりません。取締役の指名については、代表取締役社長が取
締役会で説明し、取締役会で慎重に審議した上で決定しております。また、取締役の報酬については、株主総会で承認された報酬総額の範囲内
で、取締役会で慎重に審議した上で決定しております。

【補充原則４－１１－３】 取締役会の実効性の分析・評価及び開示
取締役会の実効性の分析・評価については、取締役会の機能を向上させるという観点から、今後検討して参ります。

【原則５－２】 経営戦略や経営計画の策定・公表
今後経営計画を策定・公表するに当たっては、1.収益計画や資本政策の方針、2.収益力・資本効率等に関する目標、3.経営資源の配分など具体
的な実行策について、分かりやすく説明を行うことを検討致します。

【原則１－４】 いわゆる政策保有株式
当社は、政策保有株式の取得は行わない方針であり、現在、政策保有株式は保有しておりません。例外的に、株式取得する場合には、当社の事
業に対し極めて高いシナジー効果が期待されることについて、具体的な検討を行った上で、取締役会にて決議を行うこととしております。

【原則１－７】 関連当事者間の取引
当社は、主要株主との取引及び取締役の利益相反取引、競業取引を行う場合は、会社や株主共同の利益を害することのないよう、取締役会規
程において取締役会の決議事項と明示し、取締役会での決議を要することとしております。また、各取締役・監査役には、関連当事者取引の有無
について確認する調査を毎期実施しており、関連当事者の取引について管理する体制を構築しております。

【原則３－１】 情報開示の充実
当社は、法令に基づく開示を適切に行うとともに、株主をはじめとするステークホルダーにとって有用性の高い情報を開示する観点から、当社ウェ
ブサイト等を通じて積極的な開示を行っております。
（１）経営理念、経営戦略、経営計画などを当社ウェブサイトや決算説明会資料などで開示しております。
（２）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方について、当社ウェブサイトやコーポレートガバナンスに関する報告書などに記載しておりま
す。
（３）取締役の報酬については、株主総会の決議による報酬総額の限度内で、当社の業績を考慮して決定しております。
（４）取締役候補者の指名については、経営に対する知見や能力等を総合的に判断し、代表取締役社長が取締役会に推薦するとともに、推薦理
由を説明し、取締役会での審議の上決定しております。また、監査役候補者の指名については、経験や知見等を総合的に判断し、監査役会の検
討・同意を受けた後に、取締役会で推薦理由を説明し、取締役会で審議の上決定しております。
（５）取締役候補者及び監査役候補者の選任理由については、定時株主総会招集通知の参考資料として、記載しております。

【補充原則４－１－１】 経営陣に対する委任範囲の明確化及び開示
当社では、取締役会規程付議基準及び職務権限明細表において、取締役会、取締役、部門責任者等の権限を明確に定めております。

【原則４－８】 独立社外取締役の有効な活用
当社は、取締役６名のうち社外取締役が２名在籍しておりますが、社外取締役全員を独立役員として登録しております。社外取締役２名は、社外
の視点から取締役や監査役と積極的に意見交換を行っており、当社の独立社外取締役としての責務を十分に果たしております。

【原則４－９】 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質
当社の独立性の判断基準は、東京証券取引所が定める独立性基準に準拠しております。

【補充原則４－１１－１】 取締役会の構成に関する考え方の開示
当社の取締役は社外取締役２名を含む６名、監査役は社外監査役２名を含む３名で構成しております。取締役の選任に関しては、取締役会全体
としての知識・経験・能力等のバランスを考慮しつつ、当社の企業価値向上に資する候補者であるかを基準に選定し、候補者との対話の機会を十
分に持った上で、取締役会にて決定しております。

【補充原則４－１１－２】 兼任状況の開示
当社の社内取締役及び常勤監査役は、当社の子会社以外の他の上場企業の役員は兼任しておらず、社内取締役及び常勤監査役の業務に専



２．資本構成

【大株主の状況】

補足説明

３．企業属性

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

念できる体制となっております。また、社外取締役及び社外監査役の他社での兼任状況は、株主総会招集通知、有価証券報告書、コーポレート
ガバナンスに関する報告書において、毎年開示を行っております。

【補充原則４－１４－２】 トレーニング方針の開示
当社では、取締役及び監査役が、職責や業務上必要な知識の習得、適切な更新等を行うために、研修の機会を積極的に設けております。

【原則５－１】 株主との建設的な対話に関する方針
当社では、持続的な成長と中長期的な企業価値向上のためには、株主との建設的な対話が重要であると認識しております。こうした認識のもと、
管理部管掌取締役を責任者として、経営企画部がＩＲを担当する体制を構築し、積極的にＩＲ活動に取り組んでおります。

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

久保 和喜 4,002,000 32.11

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG(FE-AC) 436,400 3.50

株式会社SBI証券 415,300 3.33

大塚 光二郎 158,300 1.27

楽天証券株式会社 154,100 1.23

内山 慎ニ 127,700 1.02

松井証券株式会社 123,500 0.99

株式会社三四興産 120,000 0.96

日本証券金融株式会社 114,100 0.91

今 秀信 100,000 0.80

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

―――

上場取引所及び市場区分 東京 第二部

決算期 12 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

―――

該当事項はありません。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

【取締役関係】

会社との関係(1)

会社との関係(2)

【監査役関係】

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

春井 勝匡 他の会社の出身者

加藤 一夫 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

春井 勝匡 ○ ―――

春井 勝匡氏は会社経営者としての幅広い知
識と当社事業に関しても十分な理解と見識を
有しており、社外取締役としての職務を適切に
遂行できると判断し、社外取締役として選任し
ております。
また、一般株主と利益相反が生じるおそれが
あるとして東京証券取引所が示した基準に該
当していないことから、独立役員に指定してお
ります。

加藤 一夫 ○ ―――

加藤 一夫氏は会社経営者としての幅広い知
識と当社事業に関しても十分な理解と見識を
有しており、社外取締役としての職務を適切に
遂行できると判断し、社外取締役として選任し
ております。
また、一般株主と利益相反が生じるおそれが
あるとして東京証券取引所が示した基準に該
当していないことから、独立役員に指定してお
ります。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役と会計監査人の連携状況



会社との関係(1)

会社との関係(2)

【独立役員関係】

その他独立役員に関する事項

【インセンティブ関係】

該当項目に関する補足説明

監査役会は、社外監査役２名を含む３名で構成されております。
監査役会は、取締役会で決定された経営方針に基づき、取締役が的確な職務遂行を行っているかを管理監督しております。
会計監査人は、適正な財務諸表の意見表明を行うにあたり、会計的側面から社内の業務遂行を監査しております。
監査役会と会計監査人は、この取締役の職務実行状況が適正な財務諸表に反映されるまでの過程において問題がないかを検討するとともに、
期末において翌事業年度の監査方針、監査計画等の確認を行い、期中において会計監査の実施状況等について毎月定期的に意見交換、情報
交換を行い、監査の実効性および効率性の向上に努めております。 

監査役と内部監査部門の連携状況

監査役会は、取締役会で決定された経営方針に基づき取締役が的確な職務遂行を行っているかを管理監督しております。
監査役会は、取締役の職務遂行状況を管理監督するにあたり、内部監査室に対して、取締役の管掌部門に対する業務指示、社内諸規定・マニュ
アルに基づいて的確に業務が遂行されているか、内部統制状況の報告を要請するとともに相互の情報交換、意見交換を行っております。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

大塚 静生 他の会社の出身者

前田 赳人 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

大塚 静生 ○ ―――

大塚 静生氏は長年金融機関と事業会社の役
員での豊富な経験と知見を有し、当社のコンプ
ライアンスを維持するために役割を十分に果た
していただけるものとして、社外監査役として
選
任しております。また、一般株主と利益相反が
生じるおそれがあるとして東京証券取引所が
示した基準に該当していないことから、独立役
員に指定しております。

前田 赳人 ―――

前田 赳人氏はトヨタカローラ三重株式会社に
おいて取締役としての豊富な経営経験があり、
経営者的視点に立って高い見識を有している
ことと、過去に当社の社外監査役として助言お
よび指摘を受けるなど、当社がコンプライアン
スを維持する上で高い実績を上げており、社外
監査役として選任しております。

独立役員の人数 3 名

該当事項はありません。

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

中長期的な当社の業績拡大及び企業価値の増大を目指すにあたり、より一層意欲及び士気を向上させ、当社の結束力をさらに高めることを目的
として、当社の取締役に対して、有償にて新株予約権を発行しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役



該当項目に関する補足説明

【取締役報酬関係】

該当項目に関する補足説明

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社の取締役が株価変動リスクを当社株主の皆様と共有することで、当社の将来的な企業価値の増大に貢献するものと考えております。

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

平成27年度において、取締役、社外取締役および監査役、社外監査役に対する報酬総額は以下のとおりであります。
取締役に支払った基本報酬／56万円（5百万円）
取締役に支払った賞与／ 12百万円（0百万）
監査役に支払った基本報酬／ 10百万円（5百万円）
（ ）内の数字は、社外取締役および社外監査役の報酬額を内数として表示しております。
なお、上記報酬のほかに顧問料、コンサルティング料は発生しておりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

なし

―――

社外監査役へのサポート体制は、経営企画室が対応しております。基本的には、毎月開催される取締役会の１週間前に議題の通知や資料の配
布を行うとともに個別の要旨の説明など情報伝達を通じて、取締役会での意見交換および決議が円滑に遂行できるように務めております。 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営の健全性・透明性・迅速性を高め、企業としての社会的責任を果たしていくこと
が重要であると考えております。

当社の取締役会は、経営の効率性、迅速性を高めることを目的として、取締役会を６名で構成しております。取締役会は、毎月１回定期的に開催
し、必要に応じては随時開催し、取締役ならびに監査役全て出席しております。
取締役会では、業務執行の監督を行うとともに、法令、定款および当社取締役会規程に基づき、経営方針等の決定、経営に関する重要事項の決
議および業務の進捗状況の確認、報告等を行っております。

当社は、経営の透明性を図るため、以下の監査体制を構築しております。

１．監査役会
当社は、社外監査役２名を含む３名の監査役をもって監査役会を組織化し、毎月開催される取締役会、その他重要な会議に出席しております。
監査役会は、法令、定款、取締役会で決定された経営方針に基づき取締役が的確な職務遂行を行っているかを管理監督しております。
また、重要な会議に出席し、法令遵守の立場と高い見識に基づき意見を述べることで公平性と透明性の確保に努めております。
監査役会と会計監査人は、この取締役の職務実行状況が適正な財務諸表に反映されるまでの過程において問題がないかを検討するとともに、
期末において翌事業年度の監査方針、監査計画等の確認を行い、期中において会計監査の実施状況等について毎月定期的に意見交換、情報
交換を行い、監査の実効性および効率性の向上に努めております。
また、監査役会は、内部監査室に対して内部統制の確立に関し報告を要請するとともに、相互の情報交換、意見交換を行うことで、監査の実効性
および効率性の向上に努めております。

２．内部監査
当社は、代表取締役社長管轄の独立機関として内部監査室を設置し、担当者１名が専従しております。
内部監査室は、全部門を対象に毎年１回以上の実査を行うこととしております。監査にあたっては、各部門の業務方針や手続きの妥当性につい
て、会社の経営方針および職務分掌、職務権限等、社内諸規定やコンプライアンス面から監査を行っております。内部監査で問題点が発見され
た場合には、被監査部門に勧告等を行うとともに、改善状況の確認のための実査を随時実施しております。

３．会計監査の状況
当社は、アスカ監査法人と監査契約を締結し、通常の会計監査に加え、重要な会計的課題についても随時助言・提言を受けております。
アスカ監査法人の会計監査は、以下の公認会計士が業務を執行する他、公認会計士５名を主たる補助者として構成されております。
指定社員 業務執行社員 田中 大丸
指定社員 業務執行社員 若尾 典邦
監査報酬 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 26,500千円

当社は、取締役会、監査役会、内部監査室、会計監査人の選出に際し、指導力、決断力、問題摘出能力、対人折衝能力などの人間性に加え、当
社事業に関連した専門知識を有する人物を各種会議体で審議検討し、これを株主総会、取締役会および監査役会で決定しております。

当社は取締役、監査役、会計監査人の報酬等の決定につきましては、職務内容および経験値を反映した一般的な報酬水準と当社事業計画を総
合的に勘案し決定しております。 

当社は監査役制度を採用しておりますが、監査役の監査の実施、取締役会等への出席を通じて、経営監視機能の客観性、中立性
は確保されているものと考えております。また、現在の監査役３名のうち２名が社外監査役であり、外部的視点から取締役の業務執行
を監視し、取締役会、監査役会において独立の立場で発言を行っております。 
さらに、代表取締役社長の直轄機関として内部監査室を設置し、監査役との連携を密にすることで、内部牽制機能の向上に努めております。
上記の体制によりガバナンスが十分に機能すると判断し、採用しております。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

２．ＩＲに関する活動状況

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

実施していません。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

平成28年度において、期末決算状況および今後の戦略について、説明会を行
いました。

あり

IR資料のホームページ掲載
投資家の投資判断に寄与することを目的として、決算短信、決算説明会資
料、有価証券報告書、決算情報以外の適時開示資料、会社説明会開催ごと
のプレゼンテーション資料を掲載し、その後も随時更新しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
担当部署／管理本部
担当責任者／取締役管理本部長
担当者／管理本部IR担当

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

当社は、企業理念および経営方針に、ステークホルダーに対する考え方を定めております。
当社は、絶えず市場の要請を先取りし、グローバルに自動車関連ビジネスを展開しながら、社
会生活の改善と向上に寄与することを社会的使命と感じております。
顧客満足をすべての原点とし、顧客へより一歩でも近づき、顧客とともに喜びを分かち合い、顧
客からの信頼を得ることが収益性の向上につながるものと確信しております。
当社は、収益性の向上とともに、経営の透明化、健全化に務め、ステークホルダーに対する社
会的責務としての企業価値向上を推進しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、株主をはじめステークホルダーに対して、企業価値を向上させることを重要な経営課
題と認識しており、収益性の向上とコーポレート・ガバナンスの強化確立に努めております。
当社は、こうした取り組み状況を関連諸法規に基づき適時適切に開示し、投資家の投資判断に
寄与していくことを情報開示の基本方針としております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

取締役の職務執行その他会社業務の適正を確保するため、取締役会において内部統制システムの整備についての基本方針を定め、リスク管
理、コンプライアンスの確保、取締役の職務執行ならびに監査役監査の実効性の確保等に必要な事項の整備を進めております。また、内部監査
室をはじめ管理部門は、随時必要な報告を取締役および監査役へ行うよう、務めております。

１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
取締役及び従業員が業務を執行する上で、法令及び定款に適合し、かつ企業としての社会的責任を果たすことを最重要と位置付け、企業理

念、経営方針に則り、代表取締役社長が繰り返しコンプライアンスの重要性を役職員に伝えることにより、法令遵守をあらゆる企業活動の前提と
することを徹底いたします。

コンプライアンス担当部署を管理本部とし、全社的なコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に努めるとともに、マニュアル及び関連する
法令等を社内に周知徹底させ、企業倫理の遵守と誠実な企業運営の浸透を図ります。

取締役及び従業員がコンプライアンス上の問題を発見した場合は、すみやかに担当部署に報告する体制とし、重大性に応じて取締役会が再発
防止策を決定するなど、全社的にその内容を周知徹底いたします。

社長直属の内部監査室は、コンプライアンスの状況を定期的に監査し、社長に報告いたします。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」に従い、保存及び管理を行います。取締役及び監査役が、常時これらの文書等

を閲覧できる体制を整えます。
これらの事務については、管理本部長が所管し、運用状況の検証、見直しの経過など定期的に取締役会に報告いたします。
なお、業務を効率的に推進するため、業務システムのＩＴ化を推進いたします。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
各部署の業務に付随するリスク管理は当該部署が行い、全社的なリスク管理については「リスク管理規程」を制定し、管理本部が管理を行いま

す。
内部監査室は「内部監査規程」に基づき、定期的に内部監査を実施し、その結果を社長に報告いたします。
リスクが顕在化し、重大な影響を及ぼすと予想される場合、対応責任者として担当役員を定め、迅速かつ適切な情報伝達と対応が可能な体制

を構築いたします。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会は経営理念に基づき、この実現に向け中期経営計画及び年度経営計画を策定し、全社的な目標を定めます。
取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制として、取締役会を毎月１回開催し、また、必要と認められるときには臨時

で適宜開催いたします。
取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織規程」、「職務分掌規程」、「職務権限規程」において、それぞれの責任者及びその責任、

職務執行手続きの詳細について定めます。
ＩＴの活用により随時業績状況をデータ化し、取締役会の迅速かつ適切な意思決定に寄与いたします。

５．当社及びその子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という）における業務の適正を確保するための体制
（１）子会社の取締役の職務の執行にかかる事項の当社への報告に関する体制
子会社は、原則取締役会及び監査役設置会社とし、子会社における業務の適正性を監視できる体制といたします。
子会社に対して当社の内部監査室が直接監査し得る体制とし、内部監査室は直接当社の代表取締役に報告する体制といたします。
当社は、当社グループの取締役および監査役で構成される「内部統制部門定例会議」を定期的に開催し、グループ全体の情報の共有化と監視を
行います。

（２）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は「リスク管理規程」を制定し、当社グループのリスク管理を行います。

（３）子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、子会社の効率的な業務遂行に資することを目的に、当社グループの管理運営に関する基本的事項を含む「関係会社管理規程」を制定い
たします。

（４）子会社の取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社は、当社が制定する企業理念、経営方針に基づき、子会社の取締役及び従業員が社会的役割と責任を果たすよう努めます。
当社グループ内における取締役及び従業員の法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制として、当社グループ共通の内部通報窓
口を設置いたします。

６．監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項並びにその従業員の取締役からの独立性
に関する事項

監査役のため、必要に応じて特定の従業員を監査役の職務補助に従事させます。
当該従業員は、その職務の遂行に関して取締役の指揮命令は受けないものといたします。

７．監査役の上記従業員に対する指示の実効性の確保に関する事項
当社は、監査役の職務を補助する従業員について、その職務にあたっては、監査役の指示に従うものとし、その旨を当社の取締役及び従業員に
周知徹底いたします。

８．取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制
取締役及び従業員は、監査役に対して、法定の事項に加え、全社的に重大な影響を及ぼす事項が発生するおそれがある、あるいは発生した場

合、また、取締役による違法又は不正な行為を発見したとき、その他監査役がその職務遂行上、報告を受ける必要があると判断した事項につい
て、すみやかに報告、情報提供を行うものといたします。
また、子会社の取締役及び従業員は、当社の監査役に対して、当社グループに重大な影響を及ぼす事項が発生するおそれがある、あるいは発
生した場合、また、取締役による違法又は不正な行為を発見したとき、その他監査役がその職務遂行上、報告を受ける必要があると判断した事
項について、すみやかに報告、情報提供を行うものといたします。

９．監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制
当社は、監査役への報告をした当社グループの従業員に対し、当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グ
ループの取締役および従業員に周知徹底いたします。

１０．監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針
当社は、監査役がその職務の執行に関し、費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、当該請求に係る費用などが当該監査役の職務の執行
に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに処理いたします。

１１．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
当社は、監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努めるとともに、監査役の職務である取締役会をはじめとする重要

な会議への出席、重要な決裁書類の閲覧、必要に応じて取締役及び従業員の説明を求めるなどの職務が円滑に行える体制を整えます。
また、代表取締役社長及び監査法人とそれぞれ定期的な意見交換会を開催することといたします。

１２．財務報告の適正性を確保するための体制
当社は、金融商品取引法に則り、財務報告の信頼性に係る内部統制を整備、運用するとともにその有効性を評価し、財務報告の適正性を確保

するための体制を整えております。

１．反社会的勢力の排除に向けた基本方針
当社は、上場企業としての社会的責任を果たすため、経営の健全性、経営の透明性、経営の迅速性を通じて、株主をはじめステークホルダーか

ら支持される企業風土を構築していくことが重要であると認識しております。
当社は、この社会性ある企業風土を構築するため、反社会的勢力を排除することを全社的な基本方針に掲げております。



また、当社は、反社会的勢力を排除するため、新規取引を開始するにあたっては現地訪問や既存顧客からの風評聴取などを行い、必要に応じ
て企業信用調査や取引金融機関の海外拠点などを通じて信用調査を行い、万全の体制を整えております。

しかしながら、反社会的勢力が当社に対して接触及び不当要求などを行うことも可能性として考えられ、こうした事態が生じた場合には、管理本
部がこれに対応し、必要に応じて顧問弁護士や所轄の警察等の外部専門機関に相談し、適切に処理する体制を整えております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

該当項目に関する補足説明

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

買収防衛策の導入の有無 なし

―――

１．適時開示体制の概要
当社は、株主をはじめとするステークホルダーの投資判断を誤らせない環境を提供するため、関連諸規法に基づき情報を開示してくことを基本

方針としております。
情報開示体制を構築するため当社は、コーポレート・ガバナンスの強化確立に努めており、情報開示を通じて企業価値の向上、株主価値の最大

価を図っていきたいと考えております。

（１）情報収集
当社を含む全ての関係会社の財務情報は財務経理部へ、決定事実及び発生事実は経営企画室に集約し、重要情報を情報管理責任者に集約

される体制を構築しております。

（２）情報開示の判断・開示手続き
当社が収集した重要情報については、東京証券取引所規則並びに関係法令等に基づき経営企画室において、適時開示事項に該当するか否か
の基本的判断を行い、取締役会に報告等した上で、情報管理責任者である取締役管理本部長が開示承認を行っております。

（３）インサイダー取引の防止について
当社は、ディスクロージャーポリシーを実現するため、「インサイダー情報管理規定」を定めており、この規定に従って重要事実を取り扱うことによ

り、透明性、信頼性の向上を目指します。
当社の役職員が当社株式の売買を行う場合は、事前に株式売買等申請書による申請を行い情報管理責任者の許可を得ることを義務付けてい

ます。

（４）情報開示手続きのモニタリング
情報開示手続き全体に対し、内部監査室は定期的にモニタリングを行い評価を行います。




